　うきは市ルネッサンス戦略推進協議会小委員会

議事要旨

日時：令和２年10月26日（月）14時～16時　

会場：うきは市役所　３階　大会議室

出席：（敬称略）

委員　田村吉彦　うきは市社会福祉協議会 事務局長兼在宅福祉課長


平位秀敏　うきは市商工会 事務局長


古賀公彦　うきは観光みらいづくり公社 代表理事


関  健児　うきは市勤労者協議会 会長経験者

杉　俊明　御幸地区自治協議会 事務局長


大塚貴久子　浮羽青年会議所 監事経験者
 

處　愛美　うきは市教育委員会 委員

菊池美樹　浮羽中学校PTA 副会長
      

髙木亜希子　九州元気計画経験者
 

藤川由美　うきは市子ども子育て支援事業計画委員経験者

高橋和子　白壁レディース21 代表


樋口幸代　うきは翼の会 代表


副会長　今村一朗　うきは市 副市長


欠席　　　　会長　狩野啓子　久留米大学文学部 特任教授


石井信一　にじ農業協同組合 営農経済担当常務


樋口哲也　浮羽森林組合 専務理事長
1- 開会（事務局）
2- あいさつ（副会長）
3- 議事

（1）第２期ルネッサンス戦略の策定経過と地域経済状況

（事務局説明後、質疑）

【委員】資料２において、所得が上がったといっても若者が減り、高齢者が多くなっているなかでは高齢者の方が所得も多い。一概に喜べないのではないか。また、資料３で合計特殊出生率は上がっているが、うきは市の出生数は３年前は188人、２年前は177人、昨年は168人と年々減ってきている。人口との兼ね合いでそうなっていると思うが、単に数字が上がったから良いという話ではないことを理解しておかなければならない。

【事務局】いろんな角度からの見方もありますので、頂いたご指摘も含めて考える必要があると考えています。

【委員】資料２のデータは最新値が2017年だったり2018年だったりで、統一できないか。

【事務局】それぞれの指標で出典官庁が違い、公表時期や最新年が違っています。我々としても定期的に毎年データが出るのであればその都度検証したいところですが、データとしては今出ているものが最新値となります。

【委員】資料３の合計特殊出生率はいつ公表されたものか。

【事務局】令和２年９月に最新値が公表されました。平成25年から平成29年のデータに基づいて算出された出生率です。

（2）第２期ルネッサンス戦略（案）の検討

　 １.人口ビジョン

（事務局説明後、質疑）

【委員】人口減少を課題にする場合は、高齢化は問題ではないと思っている。人口減少は少子化や転出が問題と思うが、資料作成や説明する場合には人口減少が起きると高齢化が進むというような印象になりがちなので、その辺りの表現を分けて頂けると良い。

【事務局】ご意見承ります。

【委員】図表８の人口の将来展望のグラフについて、2020年は実質もう少し人口は多いはずで、こんなに減っていくのか。

【事務局】数値は国勢調査を基礎資料にしています。人口は国勢調査で実数を調べるものと住民票上でカウントする方法の２つがあります。毎月の数字は住民基本台帳を基にするしかなく、広報紙は住基の値を掲載しているものです。

【委員】実際の2015年の住民票上の人口はどれくらいか。

【事務局】2015年４月１日時点で31,245人です。

【委員】人口を増やすために子どもを産むのは凄く大切なことだが、一つ気になるのは高齢者の方々の家族背景である。単身や高齢者夫婦が増える中で、墓守や家のことを誰が見ていくのかという漠然とした社会問題がここには含まれていると思う。近所の墓はこのままだと無縁仏になったり、お寺にお骨を預けるなど聞き、なんとなくだが日本の将来の人間の生き様が変わってきている気がする。もう少し我々がルーツや家族を大切にするということを教えていかなくてはいけないと思っている。

【委員】昔はお姑さんが権力を持って、昭和から平成にかけてそれが弱まり、今はお姑さんが遠慮している状況である。ものを言えない、孫に対しても言えない。それを直せといっても、今回のコロナの時が良いチャンスではあったが、数字ばかりが羅列して新しい社会というのがひとつも語られなくなった。本当に家庭的に新しい社会とは何なのかという課題を国も上げない。うちも母が95歳で自分が70歳になり、墓守は嫁にしてもらっているから、あと20年もしたらできなくなってしまう。弟達に帰ってきてとも言えない。そういう人が多いから納骨堂も増えている。

【事務局】お墓の見守りについては、第１期戦略に、「仏壇・位牌預かりサービス、寺院との連携」などを記載していました。今回問題提起をして頂き、第２次でもどのように取り組んでいくか検討していかなくてはいけないと思います。

【委員】御幸自治協議会では、４月から学童を自治協に持ってこようかと考えている。人口は減っても世帯数が増えているのは、近くにいるけど親と一緒に住まないという人が多くなってきているからだと思う。働く保護者が安心して自治協を活用し、子育てを行い、高齢者とも触れあいができれば住みやすくなるのではないかと考えている。大刀洗や小郡なら職場や電車が近いという人も多いが、少し遠いけどうきは市で安心して子どもを預けられるというふうになれば、少しは留まる人が増えるのではということで取組を進めている。

【委員】図表10の将来展望のグラフは、合計特殊出生率が2.07で推移すると仮定した条件付きのものか。となると社人研の方だともっと下という理解で良いか。現在小中学校のPTAに在籍しており状況を見ているが、この数値の年少人口の中で小中学校対象年齢はこれが全員ではなく、もっと少ないと思うがそういう理解で良いか。社人研と何％ぐらいズレがあるか。

【事務局】ご質問のとおりです。計算をしないと出せないが、2060年で3,000人増やしたいということで、3,000人の16.6パーセントが年少人口ということです。図表9で、社人研推計によると、うきは市はこのまま何もしなければ2060年には12,007人になるということなので、市として施策に取り組み続けて、2060年に15,000人台を維持したいと考えています。それが実現できれば、図表10のような比率になっているということです。

【委員】図表７「男女別・5歳階級別人口移動の状況」について、25～29歳が一番転出超過になっているように見える。

【事務局】確認して修正します。

【委員】図表７のグラフでは、年齢層でそれぞれ転出入の差が見られるが、特に少ない層についてはどういった理由が考えられるか分かれば教えて頂きたい。その辺りの実態も含めて戦略は考えていったほうが良い。

【事務局】一つ一つの分析まで至っておらず、どういった理由が想定されるか皆様のご意見を頂き各課で想定しながら施策を考えていかなければならないと思っています。

【委員】大学への進学を機に市外へ出る方が多いと思うが、全国的に見て福岡県は福岡県内の高校生が福岡県内の大学に進学する割合が東京、北海道、名古屋に継いで高い方である。その流れでいくと、就職も県内や県内周辺が多くなるかと思う。そういったデータもあるので、参考にして頂くと違う戦略も出てくるかと思う。

【事務局】図表７を見ると、2014年も2019年も25～29歳の層が特に転出が多く、その辺りが関係してきていると思います。女性の方が多く転出していることも分かりましたので詳しく分析する必要があると考えています。

【委員】図表７で、１年に男女合わせて100人ほど出て行っていると考えた時に、いよいよ若者や子どもがいなくなってしまうという危機感があるので、そのあたりも踏まえて考えていくべきと思う。

２．第２期うきは市ルネッサンス戦略について

（事務局説明後、質疑）

【委員】地域コミュニティに自治協議会は入るのか、自治協議会は民なのか官なのか、そのあたりの整理はどうか。この戦略は目標であって、更に自治協議会は何をしてほしいなどの記載がある細かい計画ができるのではないか。例えば、「自治協議会と一緒に」や「共同で」と入れていただくと何をしていくべきか分かりやすい。

【事務局】一般的に、コミュニティとは自治協議会だけを示すものではなく、広い意味で書いており、自治協議会のことを示す場合は直接「自治協議会」と書いています。

【委員】先ほどの委員の意見に賛同する。市はここまでやるからここから自治協議会にやってもらいたいということが全然見えてこない。区長として特に実感する。市からのお願いに関して自治協議会はどこまでやって良いのか分からない。例えば、ブランド推進課などがどのように自治協議会と手を組んで地場のことに取り組んでいくのかなどが見えない。今、国から来ている人達もいるかと思うが、ほとんどの人は市の職員の肩代わりのような感じなので、自治協あたりにまわしたらどうかと考える。そういった取り組みなど、自治協との絡みももう少し前に出てきて良いと思う。

【事務局】ルネッサンス戦略と総合計画では、総合計画に自治協議会との連携について強く書いています。戦略の方にも書けるものがあれば中身を確認して書いていきたいと思いますが、当然行政だけの判断ではなく、自治協との協議が必要になります。自治協に限らず、行政だけで進めても何もならないので、今回各界から集まって頂いたように個別の計画が必要な場合などは、連携して取り組んで頂けたらと思います。地方創生は市役所だけでできるものではなく、地域の方々と連携して郷土愛を持って取り組まないと中途半端になってしまうものだと思います。いわゆる共創です。ルネッサンス戦略で、どこが自治体の仕事と細かく書けば分かりやすいですが、そうすると逆に書いていないことはしなくて良いのかという話になります。よって、この戦略は共創を目的として施策を進める際には、地域の皆様や団体と話し合いを通して具体的に取り組んでいきたいと考えています。はっきり書いてない箇所もありますが、基本的には全ての団体が市と協働し、市は黒子に徹して進めていくという趣旨です。

【委員】10ページに「今までの外国人への観光客へのアプローチ」とありますが、外国人に限らず国内の観光客へのアプローチも大事だと思うのでそちらも進めて頂きたい。

13ページの④で「温泉街のブランドづくり」とあるが、行ってみたいと思える環境や景観づくりが必要だと思う。以前、サンプルで頂いた筑後川温泉の入浴剤はよく見たら製造者が新潟でがっかりした。市のものをPRするなら地元を使ったほうが良い。

13ページ３の②の「創業支援の充実」について、新規を支援するのも大事だが、老舗の保護や見守りも大事だと思う。市内には昔おいしい煎餅屋さんがあったがなくなってしまった。

14ページの「ねらい」で公共交通の整備について、通勤通学について、もう少しアクセスの良い環境を作ってもらえたらと思う。都心は通学通勤時間に１～２時間かかるのはザラで、それだけ頻繁に公共交通機関が利用されているということだが、地方での交通の整備をどうするか考えていかなくてはならない。

16ページの「結婚・出産したい希望を叶えます」の②「不妊治療への支援」はどのようなもので経済的な支援があるのか。不妊治療は１回20万円ほどかかり、若くて子どもができない夫婦にとっては大変な出費だと聞いている。

【事務局】「今までの外国人への観光客へのアプローチ」は、あくまでも新型コロナウイルスの影響の流れの中で外国人の記載をしたもので、当然国内のマイクロツーリズムなど、そういった施策を打っていかなくてはいけないと考えています。

温泉街については、筑後川温泉から風情のある町並みにしてほしいという要望がありますが、第１期戦略のように全て書くのではなく、できる範囲の中でできることをやることでこのような文章表現にしています。

入浴剤については、域内循環ということで地元の業者で賄うのが一番ですが、新潟の業者しか見つけられなかった経緯があります。入浴剤については大変評判が良く、いろんな場所で喜ばれております。

老舗の保護については、事業継承の問題がクローズアップされており商工会と対策に取り組んでいます。今回の戦略ではすでに実施しているものは載せていないところもありますので、ご理解頂きたいと思います。

公共交通の質問に関して、色々な関係機関の協力のもと、10月からうきはバスを吉井町でも走らせることができるようになりました。その中で、筑後吉井駅にも乗り入れが可能になり、JRの方と近く話し合う予定です。いろんな関係者との協議を進め、住民へのサービスが高まるよう今後も検討していきます。

不妊治療について、現在福岡県で支援が行われ、加えて各市町村の独自の支援策が昨年は60市町村のうち3分１で実施されており、うきは市では実施していない状況です。この計画期間の早い段階で実施に向けた検討を行いたく戦略の中に盛り込んでおります。

【委員】公共交通について、平成27年頃に福岡市内へ通勤できる距離であり朝倉インター近くに市が土地を保有して、駐車所を整備してほしいと言っていた。あそこに駐車場があればすぐに通勤できるという声はよく聞くので検討してほしい。

【事務局】一昨年、朝倉インターでアンケートを実施し、昨年朝倉インターへバスを走らせる実証実験を行いましたが、インター近くに駐車場があれば一番便利という意見が多く上がりました。場所が朝倉市内であるため朝倉市役所と協議を続けている状況で、引き続き検討したいと思います。

【委員】杷木にも駐車場があると便利なので、杷木でも検討をお願いしたい。

【事務局】杷木町は、朝倉よりも駐車場は余裕があると伺っています。１つずつ取り組んでいきます。

【委員】今回のコロナ禍で、今までの事業やイベントが市にとって本当に有益なものなのか見直しても良いのではないか。協力する側も疲弊してしまう部分がある。人口減の中で若い人をどう自分たちの行政区へ入ってもらえるか考える場合、行政区の詳細情報はIターン者やJターン者にとって見えづらいのが田舎の特徴だと感じる。区に加入するときに月々の加入費やランニングコスト、子ども会の負担金など情報が不透明なので、個人的には都会の方が生活する上で楽だと感じる。そのあたり各行政区の方々が検討頂けたらと思う。行政区と子ども会は連動しており、子ども会が機能していないところもある。おそらく10年20年後には行政区が稼働しなければ行政区や子ども会の再編成は必要になってくると思う。

16ページの高校の進学先について課題が多いという話をよく聞く。朝倉高校と明善高校の偏差値の極端な差で揺れ動く学生や親御さんが多い。希望する学校全てが受験できるように行政側がアプローチするなど検討頂きたい。またPTAの母親学級について、毎年各学校に予算配分されているが、果たして今の共働き世帯が多い中で母親学級が必要なのか、予算を他に付け替えできないのか、母親だけなのは時代錯誤のように感じる。

11ページのスマート自治体で、例えば施設が老朽化してくるかと思うが、できれば今からツケをどう残さないかを考える方向性を取り上げて頂けたらと思う。人口が減っていく中、歴史資料館や市民ホールは２つ必要ないだろうし、長寿命化して先々に延ばすよりは、まだ納税者が多いうちに本格的な検討に入って頂きたい。

【事務局】コロナ禍で事業やイベントの見直しが必要ではないかという意見について、仰るとおりだと思います。来年は事業やイベントの見直しが必要だと考えています。各団体の都合等もありますので調整しながら検討します。

母親学級、正式名称の家庭教育学級は委託して同和教育や男女共同参画などを含めた研修や視察など実施してもらっているが、必要性について担当や学校、PTA等との検討が必要です。

資料館が複数必要かという話については、公共施設等の施設管理計画の中に長寿命化する分と見直す分に関する記載があり、個別計画を策定するため建物の状態を調べている状況です。その結果により整理したいと思っています。

学区については、県にお願いした経緯がありますが、なかなか難しいという話です。進学との兼ね合いで難しいところもあるが、地元の学校に通うといった郷土愛のようなものも含め、魅力ある学校をつくっていくことも考えていかなくてはいけないと思っています。

【委員】高校進学では、県内の学区は県議会と教育委員会が決定するため、市町村で学区拡大はできない。浮羽究真館高校と朝倉光陽高校は普通科だが、定員割れが続く高校は福岡県内全学区から募集できる。ただ、明善や朝倉の普通科が学区を拡大することはこれからもないと思う。いわゆるそういった進学校にうきは市から進学するとなれば、転居するといった方法をとらないと実現しない。ただ、科によっては明善も受けられるので、そういったチャンスを活かすしかない。その対策として、うきは市としては県立高校が一校しかなく、進学率も低迷しているので、地元の高校を盛り上げて支援していくことで、レベルを上げていくという施策が必要だと思う。

【委員】高校進学は選択肢が多い方が良いと普通は考える。市内に究真館高校しかないうきは市はとても不利になる。朝倉高校に行くのは交通が不便で母親たちが杷木のバス停か朝倉まで毎朝送迎している。明善高は狭き門で理数科か総合文化コースにしか行けず、普通科に行ける隣町の田主丸に転居すれば良いと単純に思って転出する人もいると思う。県内から広く学区制を考え直して、うきは市からも色々な選択肢ができるということを、この戦略の中の１つとして考えても良いのではと思う。

【委員】浮羽中学校の評議員として校長先生と話していると、今は交通の便の良さから久留米の方に行きたがるようだ。結局朝倉が減ってきたのはそういった交通の便を敬遠しているところがあり、久留米であれば明善高や久留米高校など久大線沿いの便利の良い学校にだんだん集まってきて、それに伴い学力も上がってきて数字としても顕著に表れている。先ほど言われたとおり、究真館高校をどのようにしていけば良いかを考えた方が良いと考えている。

【委員】究真館高校を地域密着型高校に再編した方が良いと考えていたが、娘達にそれでは中間の層が困ると言われた。福岡県内の大学に進学する学生が多いという話だったが、究真館高校も西南学院大学だったり福岡大学などの指定校推薦枠をたくさん持っている。うきは市だけではなく、県内全域のこれからを考えていかなくてはならず、そこにはうきは市だけの問題ではないものも多く含んでいると思う。

【委員】明善高の普通科に行くために久留米市に転出したり、大学や通勤のために小郡に転出される方もいるので、住み続けることを考えたらそういった実態もあるということも理解して頂けたらと思う。

【委員】16ページの子育て関係の施策について、住民への意見聴取結果を見ると、子育てについての課題があるという意見が多かったように思う。特に転入者で子育てに関する情報が分からないという話もあったので、子育てをしている母親たちへの支援ももっと打ち出して良いと思う。「子育てママの働く応援事業」などあるが、実施に子育てに対する支援という言葉がないような気がするので、そういった取組も是非検討して頂きたい。

【委員】12ページのKPIについて、所得の上昇が国の計画では年３％最低賃金を上げていくということだが、国の目標も踏まえて設定した方が良いと思う。菅政権において中小企業を合理化し、日本の産業や経済を建て直してこうという政策だが、そうなると地域の中小企業はどんどん消滅していく可能性がある。12ページに所得を上げるための施策がたくさん書いてあるが、農業などに重点的に取り組むことも検討して良いと思う。現在リモートワーク等で労働の実態というのは非常に曖昧になってきている。その地域に働く人を増やせば良いのか事業所を増やせば良いのか、これから数年は揺れ動いていくと思うので、そういったところを見据えて戦略を立てていったら良いと思う。

【事務局】所得目標は、数値が上昇中のため260万に手が届く期待を込めて算出しました。国の目標が確認できれば、根拠として含めていきたいと思います。また、働く人も当然増やさないといけませんので、ICT等の情報技術や外国人の労働力など、いろんな方向で考えていかなければならないと思っています。またご意見等あれば検討して修正します。

【委員】14ページ中段、「河川氾濫監視システム」について、隈上川のサイレンが小さくて聞こえないので大きくしてという要望を出したが、大きくしすぎると近隣住民から苦情が来ると言われた。人命に関わることなので聞こえるような対策をとってほしいとお願いし今度の5カ年計画へ要望しておくと言われた。市からもアプローチしてくれないか。また、監視カメラについて、隈上川下流部で工事が始まり、それに伴う監視システムの見直しも行って頂きたい。雨が降った時は水門を確認しているが、筑後川と隈上川の分離した箇所はいつも満水になる。今年も大雨で、川原町はあと少しで浸かってしまうようなレベルになってきている。なるべく早く監視システムの充実が図られるよう市からもアプローチ頂きたい。

農業の後継者について、増えているのかいないのか、今の施策で良いか、もう少し突っ込んで良いのではないか。有害鳥獣の駆除について山間部は猪や鹿がかなりいるので、対策の充実をいち早く進めて頂きたい。

【事務局】隈上川の河川氾濫監視システムは、大半が国土交通省の管轄で、巨瀬川は県の管理です。朝倉の豪雨災害を受けて、簡易型の監視カメラは集中的に予算がつくようになり、活用や対応ができないか国や県に要望していきたいと思います。

　また、農業者は劇的に減っています。うきは市の農業者は元々3,000世帯と言われていましたが、10年前は1,500世帯、昨年の農林業センサス調査で集計は出ておりませんが1,000世帯を切ってきていると見受けられます。平成20年に国が大規模農業者を支援し、兼業農家への支援は行わないような施策に切り換わりましたので、大規模化を中心に進めている状況です。今度５年継続して最大の課題である後継者の育成を進めます。

有害鳥獣対策は相談件数が多く、対応困難な状況です。そこで各自治協単位に拠点を置き、対策を講じるという方法ができないか検討中です。猟友会は高齢化が進み、５年後はどうなるのか問題があります。まずは自分たちの地域は自分たちで守っていくという意識付けを地域の方にもお願いし、そのための支援を考えていきたいと思っています。

（3）その他

4- 閉会（事務局）
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